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  土地利用審査会委員の任命について 

 

土地利用審査会委員（定数５）が、令和４年１１月３０日付をもって任 

期満了となるので、国土利用計画法（昭和４９年法律第９２号）第３９条 

第４項の規定に基づき、議会の同意を得て、次の者をそれぞれ任命しよう 

とするものである。 

 

 

 

 

      竹  本  有  子 

 

            昭和５４年９月９日生 

 

 現住所  千葉県流山市 
学 歴  平成１９年 ３月 京都大学大学院工学研究科博士課程修了 
職 歴  平成１９年 ４月 国立環境研究所任期付研究員 

平成２２年 ７月 千葉県流山市環境審議会委員 
平成２３年 ８月 茨城県環境影響評価審査会委員 
平成２４年 ４月  国立環境研究所主任研究員 
平成２６年１１月 茨城県総合計画審議会委員 
平成２８年１２月 茨城県土地利用審査会委員（２期） 
令和 ２年 ２月 茨城県国土利用計画審議会委員 
令和 ２年 ２月 茨城県都市計画審議会委員 
令和 ３年１１月 茨城県地方港湾審議会委員 
令和 ４年 １月 千葉県我孫子市環境審議会委員 

 

 【任命理由】 

土地利用審査会は、国土利用計画法第３９条に基づき、土地取引の届

出に対する知事の勧告について意見を述べることなどを行う機関として

設置されるもので、５人の委員をもって組織される。 

候補者は、国立環境研究所主任研究員を務めており、環境システム等

の分野において、専門的な知識や豊富な経験を有している。また、茨城

県環境影響評価審査会委員や茨城県総合計画審議会委員を務めるなど、

優れた見識と幅広い視野を有している。 

また、現在、２期目であり、適切に職務を果たしており、引き続き、 

これまでの経歴を生かした役割が期待できる。 

以上のことから、土地利用審査会委員として適任であり任命しようと 

するものである。 
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      谷  口     守 
 

昭和３６年２月１７日生 
 
 現住所  茨城県つくば市 
 学 歴  昭和６１年 ３月 京都大学大学院工学研究科修士課程修了 
 職 歴  平成 元年 ４月  京都大学工学部助手 

平成 ４年 ４月 筑波大学社会工学系講師 
平成１０年 ４月  岡山大学環境理工学部助教授 
平成１４年 ４月  岡山大学環境理工学部教授 
平成２１年 ４月 筑波大学システム情報系社会工学域教授 
平成２２年１１月 国土交通省交通政策審議会専門委員・臨時

委員 
平成２４年１１月 和歌山県都市計画審議会委員 
平成２６年 ２月 茨城県都市計画審議会委員 
平成２８年１２月 茨城県土地利用審査会委員（２期） 
平成２９年 ２月 茨城県国土利用計画審議会委員 
平成３０年 ７月 石岡市都市計画審議会委員 
令和 ２年 ８月 茨城県大規模小売店舗立地審議会委員 
令和 ３年 ２月 国土交通省社会資本整備審議会都市計画･

歴史的風土分科会委員 
令和 ３年 ４月 境町都市計画審議会委員 
 

 【任命理由】 
土地利用審査会は、国土利用計画法第３９条に基づき、土地取引の届

出に対する知事の勧告について意見を述べることなどを行う機関として
設置されるもので、５人の委員をもって組織される。 

候補者は、筑波大学システム情報系社会工学域教授を務めており、都
市計画、地域計画、交通計画等の分野において、専門的な知識や豊富な
経験を有している。また、茨城県都市計画審議会委員や茨城県国土利用
計画審議会委員を務めるなど、優れた見識と幅広い視野を有している。 

また、現在、２期目であり、適切に職務を果たしており、引き続き、
これまでの経歴を生かした役割が期待できる。 

以上のことから、土地利用審査会委員として適任であり任命しようと
するものである。 
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藍  原   伸  夫 

 
昭和３６年１月１５日生 

 
 現住所  茨城県水戸市 
 学 歴   昭和５９年  ３月 東京農工大学農学部卒業 

 職 歴   昭和５９年  ４月  茨城県蚕業試験場 

平成２３年 ４月 農林水産部産地振興課技佐 

平成２４年 ４月 農林水産部農業経営課技術普及室長 

平成２５年 ４月 農林水産部農業経営課技術・担い手支援室長 

平成２７年 ４月 農林水産部産地振興課エコ農業推進室長 

平成２８年 ４月 茨城県農業総合センター副センター長兼 

企画情報部長 

平成３０年 ４月 農林水産部農業技術課長 

平成３１年 ４月 農林水産部技監兼農業政策課長 

令和 ２年 ４月 農林水産部理事兼次長 

令和 ３年 ３月 茨城県退職 

令和 ３年 ５月 公益社団法人茨城県農林振興公社理事長 

 

 【任命理由】 

土地利用審査会は、国土利用計画法第３９条に基づき、土地取引の届

出に対する知事の勧告について意見を述べることなどを行う機関として

設置されるもので、５人の委員をもって組織される。 

候補者は、昭和５９年の茨城県入庁以来、農林水産部技監兼農業政策

課長や農林水産部理事兼次長などを歴任し、農林水産行政をはじめ県政

全般について、優れた見識と幅広い視野を有している。また、現在は、

茨城県農林振興公社理事長として、農林業の基盤整備等に取り組んでいる。  
土地利用審査会においては、これらの経歴を生かした役割が期待できる。  
以上のことから、土地利用審査会委員として適任であり任命しようと

するものである。 
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大  月  一  代 
 

昭和４３年１月１日生 
 
 現住所  茨城県日立市 
 学 歴  平成 ３年  ３月 茨城大学人文学部卒業 

 職 歴  平成 ３年  ４月  財団法人日本不動産研究所鑑定役 

平成 ９年 ４月  大月不動産鑑定代表 

平成１７年 ４月 関東信越国税局土地評価審議会委員 

令和 ４年 ４月 水戸家庭裁判所家事調停委員 

 
 
 
 

 

 

 【任命理由】 

土地利用審査会は、国土利用計画法第３９条に基づき、土地取引の届

出に対する知事の勧告について意見を述べることなどを行う機関として

設置されるもので、５人の委員をもって組織される。 

候補者は、不動産鑑定士として多くの土地の鑑定評価に携わるととも 

に、国税局土地評価審議会委員や家庭裁判所家事調停委員を務めるなど、

優れた見識と幅広い視野を有している。 
土地利用審査会においては、これらの経歴を生かした役割が期待できる。  
以上のことから、土地利用審査会委員として適任であり任命しようと 

するものである。 
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田   中   美   和 
 

昭和５１年１２月２５日生 
 
 現住所  茨城県水戸市 
 学 歴  平成２２年 ３月 慶應義塾大学大学院法務研究科卒業 

 職 歴  平成２５年１２月  弁護士登録 

令和 元年 ９月 茨城県景観審議会委員 

令和 ４年 ２月 茨城県都市計画審議会委員 

 

 

 

 

 

 
 
 【任命理由】 

土地利用審査会は、国土利用計画法第３９条に基づき、土地取引の届

出に対する知事の勧告について意見を述べることなどを行う機関として

設置されるもので、５人の委員をもって組織される。 

候補者は、弁護士として国土利用計画法をはじめとする各種法令に精 

通するとともに、茨城県景観審議会委員や茨城県都市計画審議会委員を

務めるなど、優れた見識と幅広い視野を有している。 
土地利用審査会においては、これらの経歴を生かした役割が期待できる。  
以上のことから、土地利用審査会委員として適任であり任命しようと 

するものである。 
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